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高齢化社会が高齢社会へと進行する中で，高齢者への健康対策が重視されている。その指標
の一つである死亡率について，通常，経年変化による増減が判断材料とされてきた。しかし，
本来，死亡率の年次変化の検討は同一集団で行う必要があるが，現実には異なってくる。そこ
で，基準年を設定し，その死亡傾向が継続するとしたとき，実際の死亡傾向とどのように異な
るかを検討し，高齢者への健康対策の評価に資することを目的とした。
わが国の年齢調整死亡率の基礎となる昭和60年（1985年）を基準年として，以降もこの年に

おける年齢階級別死亡率を一定とした人口集団を考えた。５歳ごとの年齢階級では，1990年，
1995年，2000年の年齢階級では１つずつ上の階級へ移行する。もし，上記年齢階級別死亡率が
一定であると，その後の人口集団は実際とは異なった集団となる。このときに，その主要死因
における死亡率（仮定死亡率）を実際の死亡率と比較し，その相違について検討した。
1985～2000年における５年ごとの50歳以上の人口変化は，男女とも全年齢階級が増加傾向

で，年齢階級別の死亡数分布は高齢者ほど近年に増加した。人口変化を仮定人口と比較する
と，仮定人口でも増加傾向にはあるが，85歳以上の高齢者人口の増加が著しかった。主要死因
別にみると，悪性新生物では，粗死亡率は実際の死亡率の方が男女とも上昇傾向が著しかった
が，女子の年齢調整死亡率については，実際の死亡率の方が仮定死亡率より低く，上昇傾向に
もなかった。心疾患や脳血管疾患について，仮定死亡率は粗死亡率，年齢調整死亡率の男女と
も上昇傾向，実際の死亡率は年齢調整死亡率が男女とも低下傾向であった。肺炎について，粗
死亡率では男女とも実際の死亡率の方が上昇が著しかった。一方，年齢調整死亡率では1990年
には両死亡率に差がなかったが，2000年には実際の死亡率が仮定の死亡率よりも低下した。肝
疾患については，男女の粗死亡率，年齢調整死亡率とも，仮定死亡率は上昇傾向，実際の死亡
率は低下傾向を示した。不慮の事故，自殺については，いずれも顕著な傾向がなく，実際と仮
定の両死亡率間でも明確な相違は認められなかった。
女子の悪性新生物や男女の心疾患，脳血管疾患，肝疾患の死亡については，1985年の時点に

比べてわが国の健康対策に効果のあったことが推察された。肺炎については効果は1995年以降
に認められた。一方，不慮の事故，自殺においては1985年の時点と変化の傾向が明確でないた
めに効果が明らかでなく，死因により効果の違いが推察された。

高齢者，死亡率，経年変化，人口変化

Ⅰ

わが国の老年人口（65歳以上）の割合は，第

２次大戦以後に増加の一途をたどり，昭和25年
（1950年）に4.9％であったものが，同45年
（1970年）に7.1％，平成２年（1990年）には
12.0％と10％を超え，同12年（2000年）に17.4
％，同16年（2004年）に19.5％と，まもなく20
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％を超えることは周知の状態となっている1)。
人口でみれば，老年人口は昭和55年（1980年）
に1000万人を突破し，平成12年（2000年）には
2200万人に達している。このような高齢者の急
増に対して，国は主に老人保健や社会保障の面
から，老人保健法の制定（昭和57年），ゴール
ドプラン（平成元年），新ゴールドプラン（平
成６年），ゴールドプラン21（平成11年）など
様々な対策を講じてきた。これらの対策の効果
を評価する方法は必ずしも確定していないし，
容易でない。一方，老人保健の一面は死亡率の
変化であるから，死因別死亡率の変遷から総合
的な対策の効果をうかがうことができる。
死亡率の高い高齢者を主とする死亡指標の評

価については，生命の損失年数からの検討2)3)，
統計的な関数を用いた解析などからの検討4)5)

が行われ，死亡の死因別比較に利用されている。
また，長期間の死亡率を利用して，都道府県間
の地域格差を検討する試みも行われている6)7)。
これらはいずれも実際の死亡率に基づいて検討
されたものであるが，指標算出の基礎となる集
団は死亡による人口減と経年による加齢とで異
なってくる。そこで，ある基準年を設定し，そ
の死因別の死亡状況がその後も継続した場合に，
実際の死亡状況とどのように異なるかを考えた。
これにより，基準年に対して健康対策が効果的
であったか否かを評価する一つの目安となり，
さらには，高齢者対策の資料とすることも可能
である。

Ⅱ

わが国の年齢調整死亡率を算出する際，現在
は昭和60年（1985年）の人口構成を基礎として
いる。そこで，1985年を基準年として，以降も
この年における５歳ごとの年齢階級別死亡率を
一定とした人口集団を考えた。ただし，１年間
の死亡率では偶然変動の影響が大きい可能性が
あるので，これを避けるため，各年齢階級の死
亡数は1983年から1987年までの５年移動平均値
を用いて年齢階級別死亡率を算出した。なお，
90歳以上は５歳階級別に集計されていない。

次に，50歳以上の人口の海外移住は少ないこ
とから，移住による人口変動を無視し，人口減
は死亡によってのみ生じるとして，基準年から
年齢階級別死亡率を５倍した５年間での人口構
成変動を推定した。さらに，この変動をスムー
ズにするために，また，資料が得られていない
90歳以上の人口変動を推定するために，多項回
帰分析により人口低下曲線を検討した。上記年
齢階級別死亡率が一定であると，５歳ごとの年
齢階級では，1990年，1995年，2000年の年齢階
級では１つずつ上の階級へ移行することになる。
年齢階級別人口を推定した1990年，1995年，
2000年の人口集団は実際集団とは異なっている。
なお，推定された人口は1985年以降の出生数を
考慮していないため，年齢階級のうち，15歳未
満については以後の人口構成から計算上排除し
た。
上記の仮定集団を基に，主要死因（悪性新生
物，心疾患，脳血管疾患，肺炎，肝疾患，不慮
の事故，自殺の７死因）の死亡率について粗死
亡率，年齢調整死亡率を算出した。以下，両集
団を比較する場合，仮定集団の死亡率を「仮
定」と記し，実際集団の死亡率を「実際」と記
す。なお，期間中（1990～1995年）には -
10による死亡診断書記載方法の変更があり，実
際の死亡率に影響を及ぼしているが，仮定の死
亡率算出には考慮しないで，考察で考慮する。
以上により，主要死因における仮定の死亡率
を実際の粗死亡率および年齢調整死亡率と比較
し，それぞれの死亡率の変動傾向やその相違を
検討し，実際が仮定よりも低下傾向が拡大した
場合を対策の効果が認められるとした。

Ⅲ

まず，1985年から2000年までの50歳以上の人
口の年齢階級別変化を に示す。中高年は男
女ともいずれの年齢階級でも明らかな増加傾向
を示した。団塊の世代は2000年で50～54歳であ
り，一番右上の位置にある。また，人口減の基
礎となる年齢階級別の死亡率を に示す。
1985年から1995年まで，90歳以上の男子に漸増
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傾向がみられるが，他はいずれ
も低下傾向であった。平均死亡
年齢を計算すると，全体では15
年間で70.3歳から74.7歳に上昇
した。
次に，仮定人口を算出するた

めに，５年移動平均による基準
年の年齢階級別死亡率を の
ように推定した。年齢階級は
「１」が50～ 54歳，「10」が
95～99歳を示す。回帰曲線のあ
てはまりは非常に良く，相関係
数は男女ともほぼ１であった。
各年齢階級の値を５倍して５年
間の人口低下率を求め，実際人
口と比較したものを に示す。
実際人口も仮定人口も経年的に
増加傾向にあるが，特に85歳以
上の高齢者人口の増加が著し
かった。また，概して高齢者の
実際人口は仮定人口よりも多く，
近年ほどその傾向が強かった。
基準年における主要死因につ

いて５年移動平均を行った人口
10万人当たりの50歳以上の年齢
階級別死亡率を に示す。80
歳以上になると，男女とも悪性
新生物よりも循環器系死因（心疾患，脳血管疾
患）の方が高くなる。肺炎は50歳からでも他の
死因より年齢勾配が高いのに対し，肝疾患，不
慮の事故，自殺は年齢勾配が低い。
1990年，1995年，2000年の年齢階級別仮定人

口および基準年と同一の主要死因別年齢階級別
死亡率から，各年における仮定の粗死亡率，年
齢調整死亡率が算出できる。 に男女の各主
要死因における実際と仮定の粗死亡率，年齢調
整死亡率の年次変化を示す。
悪性新生物は，実際の粗死亡率が仮定よりも

上昇傾向にあり，悪性新生物による死亡増がう
かがわれる。一方，年齢調整死亡率でみると，
男子は実際と仮定でほとんど差がなく，基準年
以後の悪性新生物対策の効果は認められなかっ

た。ただし，女子の場合は実際と仮定で傾向が
異なり，実際よりも仮定の方が高かった。
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（単位 万人）

1985年 1990年 1995年 2000年

実際 実際 仮定 差 実際 仮定 差 実際 仮定 差

男
50～54歳
55～59
60～64
65～69
70～74
75～79
80～84
85～89
90歳以上

女
50～54歳
55～59
60～64
65～69
70～74
75～79
80～84
85～89
90歳以上

総死亡 悪性新生物 心疾患 脳血管疾患 肺 炎 肝疾患 不慮の事故 自 殺

男
50～54歳
55～59
60～64
65～69
70～74
75～79
80～84
85～89
90歳以上

女
50～54歳
55～59
60～64
65～69
70～74
75～79
80～84
85～89
90歳以上
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心疾患は，仮定の粗死亡率，年齢調整死亡率
がおおむね上昇傾向であるのに対し，実際の粗
死亡率は， -10の影響で1995年に低下し，
結果として大きな変動はみられなかった。一方，
年齢調整死亡率は， -10の影響が明らかに
みられるが，仮定が上昇したのに対し，実際は
顕著に低下して，男女とも実際と仮定の差が拡
大した。
脳血管疾患は，心疾患が低下，脳血管疾患が

上昇という -10の影響を別にすれば，実際

と仮定の粗死亡率，年齢調整死亡率の変化は心
疾患と良く類似しており，年齢調整死亡率は男
女とも実際と仮定の差が拡大した。
肺炎は，粗死亡率では，男女とも実際が仮定
よりも上昇傾向であり，基準年よりも死亡率が
上昇していることを示した。一方，年齢調整死
亡率では，仮定の場合には上昇傾向であるのに
対し，実際は2000年に低下傾向に転じた。この
粗死亡率と年齢調整死亡率の傾向の違いは，
-10の適用による影響が考えられており，

また，近年の死亡年齢
の高齢化も影響した結
果である。2000年は男
女とも実際が仮定より
も低下した。
肝疾患は，男女の粗
死亡率，年齢調整死亡
率とも，実際は低下傾
向，仮定は上昇傾向を
示し，いずれも実際が
仮定よりも10％以上低
下した。粗死亡率と年
齢調整死亡率の傾向が
一致したのは，上記の
４疾患に比べて死亡年
齢が若い世代の多いこ
とに起因している。
不慮の事故は，粗死
亡率では仮定よりもむ
しろ実際の方が高かっ
たが，一定の傾向は示
していない。年齢調整
死亡率でも，男子は実
際の方が低くなる傾向
がみられたものの，
1995年までの差はわず
かであり，女子はほと
んど差がなかった。
自殺は，2000年の男
子は実際の場合，粗死
亡率，年齢調整死亡率
とも急激な上昇がみら

11― ―



第53巻第５号「厚生の指標」2006年５月

れた。「国民衛生の動向」によれば1)，自殺の
死亡率は1988年から1997年までが16～18であっ
たものが，1998年から2003年までは23～25と急
激に上昇しており，図の急激な上昇もこの影響
を受けている。また，年齢調整死亡率の女子は
実際と仮定に差が認められたものの，男子は

2000年の実際の上昇で，差は明らかでなかった。
実際と仮定の相違をより明確に表すために，
年齢調整死亡率について1990年，1995年，2000
年の実際／仮定の死亡率比を取ったものを
に示す。男女の心疾患，脳血管疾患，肺炎，肝
疾患と女子の悪性新生物の実際／仮定の死亡率
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男 女

1990年 1995 2000 1990年 1995 2000

悪性新生物
心 疾 患
脳血管疾患
肺 炎
肝 疾 患
不慮の事故
自 殺
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比は低下する傾向にあった。特に2000年におい
て，女子の心疾患，脳血管疾患，肝疾患は実際
が仮定の30％程度ないしそれ以下で，低下が著
しかった。

Ⅳ

人口の高齢化が進行して，死亡数や粗死亡率
をみると，悪性新生物，心疾患，肺炎の３死因
は1994年から2003年の10年間で増加し続けてい
る1)。一方，同期間で年齢調整死亡率をみると，
７主要死因のいずれもが低下または漸減してい
る。この相違は人口の年齢構成が大きく変化し
たことに起因する。高齢者の健康対策を検討す
る際には死亡数や粗死亡率が重要な指標となる
が，死因別対策を検討する上では，むしろ年齢
調整死亡率の方が重要な指標となる。しかし，
1985年のモデル人口構成を他の年に当てはめる
ことは継続性を考慮しないことになる。そのた
め，年齢調整死亡率の上昇や低下だけで死因対
策の効果を表すことができるかについては疑問
である。仮に，ある死因の年齢調整死亡率が上
昇傾向を示したとしても，継続性がないので，
その死因への対策の効果がなかったとは必ずし
も評価できない。1985年を基準年とした仮定人
口を基にした解析は，実際と仮定の死亡率を比
較することにより，基準年とそれ以降の対策の
効果を評価する資料となる。なお，ここでは変
動傾向を比較するために粗死亡率と年齢調整死
亡率の両方を示したが，粗死亡率は年齢構成の
変化に影響されやすく，対策の効果を評価する
ためには年齢調整死亡率が適している。以下は
年齢調整死亡率の場合について述べる。
悪性新生物については，部位により傾向を異

にするので，本来は部位別に解析すべきである
が，ここでは主要死因を対象にしたので，全部
位の悪性新生物について解析した。女子の場合
にはある程度対策の効果が認められたが，男子
についてはほとんど認められず，今後も一層の
対策強化が望まれる。肺炎は多少の効果が認め
られ，他の疾患による死因の死亡も，対策の効
果が顕著であった。しかし，不慮の事故と自殺

については対策の効果は明らかでなかった。不
慮の事故による死亡は高齢者人口の増加ととも
に高齢者の占める割合が増大し，1985年には男
女とも20％に満たなかったものが，2003年には
男子が約50％，女子は約70％と急増している。
なお，1995年の増加は阪神・淡路大震災による
影響のあることが推定されるので，これを別に
すれば，多少の効果が推察される。自殺の場合，
その要因は，自力で収入を得ることが困難であ
るための生活不安と高齢になるにつれて増加す
る病苦と考えられている8)。高齢者の自殺率は
社会保障制度の充実により戦後から1990年ごろ
までは順調に低下したが，バブル崩壊の時期と
ともに上昇に転じており， で明らかなよう
に，特に男子にその傾向が強い。つまり，現在
の対策はまだ脆弱で，より一層強化した高齢者
への自殺予防対策が必要であることを示唆して
いる。

-10適用と死亡診断書記載方法の変更は
1995年からの悪性新生物，心疾患，脳血管疾患，
肺炎の死亡率に影響を及ぼしている9)。悪性新
生物については部位間の変化が主であるが，全
体としては上昇したと推定されている。脳血管
疾患も上昇したが，心疾患と肺炎は低下したこ
とが知られている。死亡率への影響が顕著で
あった心疾患，脳血管疾患については， に
その影響をうかがうことができる。上記死因の
死亡率は，前後の年次変化からある程度の幅を
考慮すれば補正可能であるが，厳密には困難で
あり，ここでは死亡率算出に考慮しなかった。
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